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ドメイン選択に関する経営戦略理論

―シナノケンシのケース―

Strategic Theory Associated with Domain Selection: 

A Case Study of Shinanokenshi, the PLEXTOR Brand Company

井原久光

Hisamitsu Ihara

Abstract

This　article　has　three　aims．　First，　it　summarizes　basic

theo亘es　such　as　Levitt　and　Abel　regarding　domain　se－

lection　strategies．　Second，　it　introduces　the　historical

development　of　Shinanokenshi．　The　company　was

one　of　the　smallest　sill（spinning　producers　in　Japan，

but　it　changed　its　domain　into　manufacturing　motors

and　electronics　devices　to　establish　the　internationally

known　PLEXTOR　Brand．　Third，　this　article　analyses

the　reasons　for　the　success　of　Shinanokenshi　while

presenting　their　challenges血at　lie　ahead．

要　旨

　本論の目的は3つある。第1に、レビットや

エーベルなど、ドメインの基本的な理論をあらた

めて紹介して整理した上で、ドメイン論の問題点

と現実的応用について筆者なりに考察することで

ある。第2には、シナノケンシ株式会社（以下、

シナノケンシ）の歴史的な発展の過程を振り返っ

て、繊維一→モーター→電子機器とドメインを変え

ながら成長を続けている同社の事例を紹介するこ

とである。第3には、シナノケンシ成功の理由と

同社の課題を筆者なりに分析して、戦略的な提案

を試みることである。

はじめに

　長野大学の理事も兼任しているシナノケンシの

金子八郎会長と初めてお目にかかったのは、長野

県テクノハイランド開発機構（現・テクノ財団）

の産業政策フォーラムを通じてだったと記憶して

いる。私は、テクノハイランド機構がテクノ財団

として再出発する際に、そのビジョンつくりのお

手伝いをさせていただいたわけだが、金子会長の

年齢を感じさせない行動力と信州の地域経済に対

する深い思い入れ、将来を見据えた長期的な構想

力の大きさに、長野県にもこのような経営者がい

たのかと驚いたのを覚えている。その後、講演や

経営者の会合でたびたびお会いし、懇意にさせて

いただいて、昨年はシナノケンシの幹部研修や中

堅社員研修を担当させていただいた。ご長男の金

子元昭社長にお会いしたのは、研修を引き受ける

にあたってご挨拶に参上した時であった。県内経

営者から高い評価を得ていることは承知していた

が、評判通り聡明な方で、研修を通じて、理路整

然とした分析力、グローバルな視点、マーケティ

ング論の本質を見抜いた鋭いコメントに感L・させ

られた。しかし、1年近く続いた研修にもかかわ

らず、ゆっくり昔話を聞く機会はなく、シナノケ

ンシ成功の理由についてうかがえなかったことが

残念だったが、今春、マーケティング・マネジメ

ントに関する出版の話があり、ドメインについて

＊非常勤講師
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ケースを書いて欲しいという依頼が編集者より

あった。このため、正式に取材を申し込むと、金

子元昭社長みずから二度にわたって長時間におよ

ぶ取材に応じてくださった。また、別に草野一俊

電子機器事業部長も取材に応じてくださったし、

電話での取材であったが池田防守常務もご自身の

論文をベースに当時の状況を話してくださった。

当然のことだが、創業以来85年にわたる企業史を

簡単にまとめることは不可能で、紙幅の関係も

あってすべてを発表できない。拙稿は、出版物に

できない部分も含めてシナノケンシのケースを紹

介するものである。はじめにあたって取材に協力

して下さった方々に深く感謝を申し上げたい。

1．ドメインと戦略の理論

　1．ドメインとは

　ドメイン（domain）は、一般的には領土や領地

を表し、法的には土地所有権を意味する。転じ

て、専門分野にも用いられ、医学の分野（domain

of　medicine）や専門外（out　of　one’s　domain）など

と言われたり、生物の生育範囲や行動範囲にも使

われることがある。このことから、経営学では、

企業が主として活動する事業領域のことをドメイ

ンとよんでいる。

　ドメインが、通常の「事業領域」と異なる点は

少なくとも2つある。第1は、事業部など個別の

部署が扱う事業領域のことではなく、全社レベル

で論じる事業領域のことで、その意味で「事業の

定義」と「ドメインの定義」を区別することもあ

る’。第2は、企業が現在活動している領域ばか

りでなく、企業全体が将来にわたって活動しよう

とする生存領域のことを意味する。

　したがって、ドメインを決定することは、将来

進出しようとする事業領域を定義することであ

り、事業の定義は戦略思考の出発点であるととも

に、常にそこへ戻っていかなければならない戦略

論の基本と言われている2。

　2．製品の定義

　このドメインの定義に関して、伝統的には「製

品」に基づいて決めるのが一般的である。現在で

もトヨタ自動車のように、たとえば「自動車」と

いう製品名を企業名とするところが多いのは、顧

客にとっても分かりやすいからであろう。

　製品といっても、その物理的定義と機能的定義

は異なる。たとえば、「箱」か「包装」かという

議論がある3。前者は製品の物理的性質を述べた

もので、後者はその機能特性を表現したものであ

る。自社の事業を「箱の製造」と考えれば、箱し

か作れないが、パッケージング産業と定義し直せ

ば、ペットボトルやアルミ缶の製造にも進出でき

る。

　コトラー（P．Kotler）は、「キャンデー会社→

菓子会社→軽食会社→食品会社」と、製品の定義

が抽象的な概念に移行することでドメインが広が

ることを図式化して示している（図表1－1）。

鉛筆メーカーが自社の事業を「情報伝達産業」だ

と定義してしまうと広すぎてしまう。コトラー

は、ドメインを規定する場合に現有製品から出発

して、順次、段階を経て事業を拡大すべきだと主

張する4。

　しかし、製品でドメインを定義してしまうと、

製品ラインが広がったり業態が多岐にわたった場

合には支障が起きる。このため、将来の可能性を

考慮して社名から製品名を消す企業もある。たと

えば、東京通信工業が「ソニー」と社名を変えた

際、ソニー電子工業のように電気に関する言葉を

入れた方が良いという意見も出たが、「井深にし

ろ盛田にしろ誰にしろ、来年は何を作るのか、再

来年は何が生まれるかわからない」というのでソ

ニー株式会社にしたという5。

　花王石鹸は、石鹸以外の製品に進出したために

図表1－1　製品の抽象化によるドメインの拡張

出典：コトラー（1983）p．33．
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「花王」と改めた。こうした場合には、別の定義

が必要になる。企業はドメインを公表する必要は

ないが、花王のドメインは「界面科学、油脂科

学、高分子化学、生物科学、応用物理の基礎を掘

り下げ、応用の幅を広げる」と定義されるといわ

れる6。これは、技術に基づく定義といえよう。

　3．マーケティング近視眼

　製品や技術に基づくドメインの定義に対して、

レビット（T．Levitt）は、アメリカの鉄道会社の

例をあげ、鉄道会社が、鉄道という手段（技術）

に縛られてドメインを「鉄道事業」にしたために

自動車や飛行機との競争に敗れて衰退したとし

て、事業領域を狭く見てしまうことをマーケティ

ング近視眼（marketing　myopia）と名づけた。鉄

道会社が自らのドメインを「輸送サービス」と定

義していれば、別の戦略が見えてきたというので

ある。

　レビットは、レオ・マックギブナというドリル

会社経営者の言葉を引用して「人々は4分のユイ

ンチの穴を買うのであって、4分の1インチ・ド

リルを買うのでない」と述べている7が、これ

は、製品機能を顧客の観点から見直したものとい

える。つまり、製品を顧客が使う手段ではなく顧

客が期待する「目的」で示したもので、こうした

顧客サイドにたった製品の機能や目的を「顧客

ニーズ」という8。

　これをドメイン論から見直すと、製品や技術は

時と共に陳腐化するが、顧客ニーズは相対的に長

期間変わらないので、そうした基本的なニーズに

基づいて事業領域を設定すべきだということであ

る。

図表1－2　製品と顧客ニーズによる定義の違い

製品による定義　　　　顧客ニーズによる定義

4分の1インチ・ドリル 1分の1インチの穴

鉄道会社 輸送

映画会社 娯楽

石油会社 エネルギー供給

写真フィルム 情報の記録

引越サービス 生活の移植

コンピュータ 問題の解決

ゲーム機器 ゲーム

コピー機械 オフィス事務の合理化

出典：石井・奥村・加護野・野中『経営戦略論（新版）』

　　有斐閣p．87．

　レビットは、映画産業が衰退した例もあげてい

るが、日本でも同じような事例がある。吉本興業

は、戦前は多数の演芸場をもつ「劇場経営」を主

たるドメインにしていたが、映画におされて斜陽

になった。しかし、自らのドメインを「エンター

テインメント産業」と再定義して、テレビへの進

出を果たした。もし、吉本興業が、特定の顧客層

　（演芸場に来てくれる顧客）や特定の技術（漫才

師による芸）にこだわっていたら、新人タレント

を募集してテレビのバラエティ番組をプロデュー

スするという発想は生まれてこなかったであろ
う。

　4．工一ベルの定義

　しかし、ドメインは広くとらえればよいとは限

らない。不明確な事業定義は、企業戦略を不確か

にする。エーベル（D．F．　Abel）によれば、ドメ

インは、（1）どのような顧客層（who）に対して、

（2）どのような顧客ニーズ（what）を、（3）どのよう

な技術（how）を用いて提供するかによって、決

定される。

　たとえば、日本の自動車産業と電機産業を比較

すると、電機メーカーが自動車メーカーに比べ

て、不確かなドメインをもっていたために、戦略

が不明確になって、方向性に迷いが生じてきた、

あるいは現在でも生じているようにもみえる。

　顧客層（who）において、自動車メーカーは法

人向け需要もあるが、一般消費者（個人）を対象

にしてきた。ところが、電機メーカーは家電商品

を一般消費者に売る以外に、電力会社や電話会社

や鉄道会社など大ロユーザーももっていた。

　顧客ニーズ（what）では、自動車はあくまで四

輪のクルマであったが、電機メーカーは、テレ

ビ、VTR、コンピュータ、半導体、携帯電話と

次々に主力商品を変えてきた結果、一部のメー

カーでは本来の顧客ニーズを見失っているように

も見える。

　技術（how）について、自動車ではトヨタのカ

ンバン方式のような製造技術や調達システムが発

達したが、電機では組み立て技術とともに半導体

生産のような装置産業化も顕著になった。装置産

業化した一部の企業では、拠るべきコア技術を何

に求めてよいか迷っているケースもあるように思

われる。
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図表1－3　エーベルの図式化

　　　　　　顧客ニーズ（what）

ドメイン

顧客層
（who）

　技術（how）

出典：エーベル（1980）訳本p．37．に一部加筆

　エーベルの3次元モデルの特徴は、ドメインを

空間的な広がりによって示すことができるように

したことである。このことによって、ドメインを

図式化して具体的にイメージすることが可能に

なった。

　また、顧客とニーズと技術の3つの軸は、互い

にある程度独立して決めることができるとされる

点にも特徴がある9。したがって、顧客層、顧客

機能、技術の3つの次元をそれぞれ「変える」か

「変えない」かによって、8通りの組み合わせが

できることになり、全てを「変えない」現状維持

を除いて、7通りの戦略が可能になる。

図表1－4　事業の再定義の代案

広がり（ないし差別化）戦略

顧客層 機　　能 技　　術

1 そのまま そのまま 変える

2 そのまま 変える そのまま

3 変える そのまま そのまま

4 そのまま 変える 変える

5 変える 変える そのまま

6 変える そのまま 変える

7 変える 変える 変える

出典：石井・奥村・加護野・野中（1996）p．87．

　これに対して、軸や長さを決定すると逆にドメ

インを狭めてしまうという議論もある。

　エーベルの図式は、漠然とした事業領域を明確

に定義するのに役立つが、その図の中だけでドメ

インを決定することは危険である。将来を見通し

て、マーケティング近視眼にならないように、可

能性の広いドメインを見出す必要があろう。

　5．アンゾフの戦略理論

　ドメイン理論の弱点は、「言葉の定義」をめぐ

る意味論になってしまっているところにある。製

品か顧客ニーズかというコトラーやレビットの二

元論では、経営者に二者択一を迫るだけで、動態

的に事業転換をはかろうとする企業経営者にヒン

トを与えることはできない。

　ドメイン拡張のヒントは、古典的にはアンゾフ

（H．1．Ansoff）の戦略論に求めることができる。

アンゾフは、製品・市場という基準をもとに企業

が選択すべき事業領域とその戦略を4つのマトリ

ックスで提示した。これは、企業の成長の方向

（ベクトル）を示すので「成長ベクトル」とよば

れる。

　この製品市場戦略は、製品分野と市場分野の組

み合わせを決定して、市場の変化に適応し、企業

を成長に導くモデルで、どの組み合わせを選ぶか

によって以下の①から④の戦略がある。

一12一

①市場浸透戦略…現行市場に対して現有製品

　　　　　　　　を継続しながら市場におけ

　　　　　　　　るシェアを拡大していこう

　　　　　　　　という戦略で、製品の使用

　　　　　　　　頻度を上げたり、使用量を

　　　　　　　　増大することが考えられ

　　　　　　　　る。

②製品開発戦略…現行市場に対して新製品を

　　　　　　　　投入していく戦略で、新機

　　　　　　　　能やデザイン変更などモデ

　　　　　　　　ルチェンジ政策に見られ

　　　　　　　　る。

③市場開拓戦略…現有製品を新規市場に投入

　　　　　　　　して市場を開拓していく戦

　　　　　　　　略で、ベビーオイルを女性

　　　　　　　　用に売り込む場合などがあ

　　　　　　　　る。

④多角化戦略……新規市場に新製品を投入し

　　　　　　　　て市場を開拓していく戦略

　　　　　　　　で、アンゾフはこの多角化

　　　　　　　　戦略は既存の市場や製品を

　　　　　　　　利用できない分だけ、シナ

　　　　　　　　ジー効果が低くリスクが高

　　　　　　　　いとしている。
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図表1－5　アンゾフの成長ベクトルモデル

製　品

現行 新　規

現行

市場浸透 製品開発使命

新規

市場開拓 多角化

出典：アンゾフ訳本（1977）

　このうち、②の「製品開発」には技術上の改良

が必要なため「技術開発」という言葉も古くから

使われている。また、③の「市場開拓」は、既存

の製品や技術を活用して新しい顧客ニーズを獲得

することで一般には「用途開発」と言われてい

る。

　④の「多角化」とは、この両者の組み合わせ

で、両者から水平方向と垂直方向の事業展開が見

えてくる。具体的には、既存技術をベースに新用

途を開発し、新しい用途にあった新技術を獲得し

ていく「既存技術」→「用途開発」→「技術開

発」というステップである。

　たとえば、新潟県燕市の産業変遷は興味深

い’°。この地域では、江戸の初期、相次ぐ水害で

疲弊した農家を救済する為に奨励された和釘造り

によって最初の産業が興った。この和釘の生産

は、江戸の町の需要に応え「釘鍛冶千人」といわ

れる程にまでになったが、明治時代に入り、洋釘

の渡来により打撃を受けてしまった。

　しかし江戸時代の中期に、鎚起銅器の技術がも

たらされていたこともあり、その鍛金技術を活用

することにより、銅器、キセル、矢立、ヤスリな

どの製造へとドメインを転換した。これは、鍛金

技術をコアにした「用途開発」がなされたという

ことである。

　しかし、時代が進むにつれ、キセルは紙巻煙草

に、矢立は万年筆に取って代わられてしまい、銅

器もアルミニウム製品に変化して、燕市の製品に

対する需要は減少してしまった。その中で大正初

期に始まった洋食器の製造はステンレス鋼との出

会いもあり、この地域の主要産業に発達して「洋

食器の街・燕」として世界的に知られるまでに

なった。

　現在では、鎚起銅器などの伝統技術を大切に保

存しながらも、先端技術を積極的に取り入れ、革

新的な創造力でゴルフクラブ・医療器具・自動車

部品・精密機械部品・農業機械・除雪機械・金属

ハウスウエア等さまざまな分野への転換が進んで

いる。

　つまり、既存技術を使ってフォークやスプー

ン、ナイフなどの食器製造に移ったが、その過程

でプレスや研磨という新技術を獲得して、最近は

チタン合金製のゴルフクラブなどを製造している

わけで、ここで見られることは「技術開発」であ

る。

1．シナノケンシの事例

創　業

　シナノケンシは、大正7年（1918年）長野県丸

子町に資本金50万円で設立された信濃絹糸紡績株

式会社にルーツをもつ。当時は第1次世界大戦中

で、日本の機械工業や化学工業も成長し始めてい

たが、主力は綿糸や絹糸などの繊維産業であっ
た。

　創業者の金子行徳（金子八郎現会長の父）は、

上田市の農家に生まれ、東京の正則英語学校を卒

業後、英語教師をしていたが、日露戦争後には終

戦交渉での通訳として働き、その後は報知新聞の

海外特派記者としても活躍した。しかし、行徳は

長男であることから、地元に戻って何かをしよう

と考え、たまたま友人が伊那地方で製糸業を営ん

でいてその経営の手助けを頼まれたため、製糸業

を経験することとなった。しかし、製糸業は既に

一大産業となっていたため、行徳は比較的新規事

業であった絹糸紡績事業を始めることにした。

　絹糸は生糸（raw　silk）と絹紡糸（spun　silk）に

大別される。蚕の作る繭玉からは約1，400メート

ルの糸がとれるといわれるが、キビソ（繭玉の外

側から巻き取る最初の太く長い糸）とビス（最後

に巻き取る細く短い糸）という副蚕糸（silk

waste）が生じる。この副産物を精錬して撚糸す

るのが絹紡糸である。

　このうち、生糸を巻き取る製糸業（reeling）は

家内工業として成り立つ伝統的な産業で、行徳が

事業を起こそうと考えていた当時、小規模な企業

が多数存在していたが、絹糸紡績は大規模な投資

を必要とするため、新しい産業であった。
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　ただし、金子行徳は絹糸事業がもつ強い投機性

について1つの信念をもっていた。企業はさまざ

まな社会的責任を負っているが、行徳は、その最

大のものは「倒産しない」ということであり、従

業員や株主、取引先に決して迷惑をかけないこと

と考え、メーカーに徹して、メーカーとして利益

を確保するという基本方針を堅持したのである。

　信濃絹糸紡績は、こうした方針に基づき、一貫

して絹糸紡績を事業の中心にすえ第二次世界大戦

中も本業を継続したが、昭和20年（1945年）に政

府命令で三菱重工業に工場を貸与せざるを得なく

なった。この時、金子行徳は、「永久戦争はあり

得ない。必ず平和産業が戻ってくる。治にいて乱

を忘れずというが、乱にいても治を思わなければ

ならない」といって、効率よく再組立が出来るよ

うに、すべての機械、付属品を格納保管した。

　翌1946年、終戦によって工場が返還されたが、

何もかもが欠乏していた敗戦直後の状況にあっ

て、信濃絹糸がいち早く事業を再開できたのも、

こうした先見性に富んだ決断があったからに他な

らない。

　わが国の絹糸紡績産業は、昭和10年（1935）頃

の最盛期には、全国に15社32工場を数え、起源の

英国・フランス・スイスをしのぎ、世界の60％を

図表皿一1　国内絹糸紡績設備の推移（精紡機錘数）
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出典：シナノケンシ

図表∬－2　絹糸紡績メーカーの変遷（工場別）

出典：シナノケンシ
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生産して、日本の産業を大きく支えていた。図表

II［－1は、絹糸紡績産業の推移を設備能力で見た

データだが、信濃絹糸が設立された大正7年頃よ

り急激に伸びて、昭和10年頃から落ち込んでいる

ことが分かる。

　大きな要因は第二次世界大戦だったが、戦後も

絹糸紡績産業の復活は実現しなかった。桑園面

積、養蚕戸数、収繭量、製糸工場数、運転可能設

備台数などを包括的に調査した大迫（1983）によ

れば、戦後の養蚕業・製糸業は昭和32年（1957

年）頃までは復興の途にあったが、その後は停滞

し、昭和48年（1973年）の石油危機以降は減退し

た。そうした情勢にあって、戦前、15社を数えた

絹糸紡績メーカーは戦時中に8社に統合された

が、その後も、ほとんどが操業を再開しなかっ

た。シナノケンシは、このうち数パーセントのシ

ェアしか持たない最下位の企業だったが、撤退企

業が相次ぐ中、独り設備を増強して事業を継続し

た（図表ll－2参照）。

　花形産業だった日本の繊維産業が衰退した原因

について、伊丹（2001）は、①労働コストの低い

東アジア諸国との競争力に負けたという歴史的必

然、②小さすぎる企業、複雑な分業構造、系列関

係での閉鎖的なつながりなどといった産業構造の

ゆがみ、③政府の保護主義的産業政策とその政策

に依存していった業界の体質をあげているが、本

論の主題ではないので、ここでは詳しくはふれな

いo

　なお、2003年現在、シナノケンシの繊維事業部

は国内で操業する唯一の絹糸紡績工場となってい

る。最後に残ったメーカーの義務として、シナノ

ケンシは、栄光の絹糸紡績の歴史を後世に遺し、

研究者の資料としても提供できるように、平成10

年（1998）に創業80周年の記念事業として、資料

館を開館している。

モーター事業への進出

　昭和30年代、日本は高度成長期を迎えようとし

ていたが、信濃絹糸紡績の経営陣は、産業構造の

変化と、それに伴う繊維産業の限界を予測し、よ

り技術集約的な事業を創造しなければならないと

考えていた。特に、若き日の金子八郎（現会長）

は、新規事業は最も将来性に富む事業を選びたい

として、豊富な情報をもっていた大手商社など

に、新しい事業のチャンスがないかどうか尋ねて

回っていた。金子八郎は、慶応義塾大卒業後の

1947年、父親が中心になって創業した信濃絹糸紡

績に入社しており、早くから経営に参画してい
た。

　その中で、伊藤忠商事の業務部門にいた降旗健

人は松本の出身である上、金子が慶雁の先輩とい

うこともあって、金子の依頼を快く受け入れてく

れた。降旗は後に伊藤忠商事の副社長を経て国際

デジタル通信株式会社の社長になった人物だが、

ティアックの谷勝馬社長を紹介してくれた。

　谷社長は、戦時中、日本電機音響株式会社勤務

時代に国産第一号の円盤録音機を開発し、この機

械が終戦の日の玉音放送に使われたことでも知ら

れているが、昭和28年（1953年）にティアックの

前身にあたる東京テレビ音響株式会社を創業し、

主として磁気テープレコーダーの開発に力を注い

でいた。

　東京テレビ音響は、設立当初はセミプロフェッ

ショナルタイプの録音機を製造していた11が、昭

和30年（1955年）にヤマハのHi－Fi装置と電子楽

器の製造を担当するようになり、昭和34年（1959

年）には、オープンリール式のテープレコーダー

の製造を開始し、国内販売とともに輸出の増産に

入っていた。こうした状況にあって、谷社長は、

テープレコーダー用モーター製造の一部を信濃絹

糸に任せてやろうと言ってくれたのである。時は

昭和37年（1962年）のことで、日本経済新聞によ

ると金子八郎は「谷勝馬にひざ詰めで頭を下げ

た」とある12。

　だが、信濃絹糸紡績にとって小型精密モーター

はまったく新しい製品だったので、同社では、繊

維生産の機械をメンテナンスするチームに信州大

学や上田千曲工業高校出身の技術者を加えて、東

京三鷹にあるティアックの事業所近くに技術者と

作業者13名を住み込みで派遣し、モーターの製造

技術を学んだ。

　こうして、昭和37年（1962年）に信濃絹糸紡績

は、電子部（現・精密電機事業部）を開設し、ア

メリカ市場向けのオープンリール・テープレコー

ダー用ACモーターの生産を始めた。東京テレビ

音響株式会社がティアックと社名を変えたのも同
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じ年である。ところが、モーターの生産を開始し

て半年で、ティアックの大口顧客であったアメリ

カの会社が買収され、購入量が急減してしまっ

た。新しい事業が始まってすぐの不運である。

　しかし、この不運は新しい事業の拡大につな

がった。谷勝馬社長の父、谷洗馬は、馬を題材に

した画家として有名で、三人の子供に、勝馬、靹

馬、幸馬と、すべて馬の字をつけたほどだった。

このため、谷勝馬自身も父親の影響で芸術家との

親交があり、信濃絹糸紡績をソニーの大賀典雄

（後のソニー会長）に紹介してくれた。大賀が東

京芸術大学とベルリン国立芸術大学を卒業した音

楽家であることは広く知られている。

　昭和30年代のソニーは高度成長期の波に乗って

飛躍していた最中13で、五反田や羽田付近にあっ

た工場の設備を更新していたが、その機械を信濃

絹糸紡績に譲ってくれた上に、モーター製造全般

にわたって下請け的な仕事を与えてくれた。その

結果、信濃絹糸紡績の技術的水準は飛躍的に向上

した。

　モーター製造のプロセスは、大きく分けると、

機械加工、巻線、組立の工程から成り立っている

が、信濃絹糸紡績は、ティアック向けのモーター

製造では巻線以降の工程しか担当していなかった

のに対し、ソニーの場合は加工からだったので、

仕事の範囲が広がった。加えて、ソニーは設備を

更新するにあたって、中古の機械を売ってくれた

ので、信濃絹糸紡績は、機械加工の段階からモー

ターの製造を担当することができるようになった

のである。

　さらに、信濃絹糸紡績にとって幸いだったこと

は、ソニーが、ソニーのために設計したモーター

を他の企業に販売することを認めてくれたことで

あった。これは、製造コストを引き下げる量産効

果を通じて、ソニーにとってもメリットをもたら

したが、信濃絹糸紡績にとっては、当時すでに音

響メーカーとして有名だったソニーに納めている

実績を持つということで、信頼を得るのに役立っ

た。こうして、パイオニア、トリオ、山水電気な

どのオーディオメーカーや東芝、ビクター、三菱

などの家電メーカーとの付き合いが始まったので

ある。

　当時の状況について金子八郎は、創立80周年の

講演で「他社の3倍の努力をして早く他社に追い

つきたいという社員の意気込み」と、ティアック

やソニーの「今では考えられないほどのご親切

な」手厚い指導が成功の要因と回顧している14。

　しかし、モーター製造という新しい事業は、ま

だ始まったばかりで、当時の主たるドメインは相

変わらず繊維産業であった。昭和40年（1965年）

に金子徳夫が社長に就任しているが、昭和42年

（1967年）には長門町に、翌年には真田町に絹糸

紡績工場を開設している。

電子機器事業への進出

　新しい転機は、金子八郎が社長に就任した昭和

47年（1972年）におとずれた。上田市の花岡縫製

株式会社はユニフォームなどを縫製していたが、

事業が行き詰まり、労働組合も強くて事業継続が

困難な状況に陥っていた。金子社長（当時）は慶

雁義塾大学の藤林ゼミで労働史を学んだこともあ

り、地労委の委員などもしていて、花岡縫製労組

の上部団体からも身売りへの協力依頼があった。

金子社長は、上田市が丸子町より地の利が良いこ

とや、買ってくれという時は良い条件で買えるチ

ャンスだと判断し、花岡縫製を買収することにし

た。

　しかし、120名の従業員を遊ばせておくことは

できない。細々と縫製の事業は続けたが、それは

先細りの仕事で縮小せざるを得ないことは目に見

えていた。そうした中、パイオニアの柳沢製造部

長（後の専務）が小諸市出身で、オーディオ機器

の組立下請けの仕事をもってきてくれ、信濃絹糸

紡績は、パイオニア・アンサーフォン向け留守番

電話の受託組立生産を開始した。

　翌昭和48年（1973年）には、パイオニア向けの

ステレオカセットデッキの受託生産が始まったこ

とを踏まえ、社名を「信濃絹糸紡績株式会社」か

ら「シナノケンシ株式会社」に変更した。さら

に、1976年には生産量の拡大にあわせて鉄骨3階

建ての新工場も完成した。これが現在の上田事業

所（電子機器事業部）の始まりである。

　こうして、シナノケンシは、事業の多角化に本

格的に着手し、素材（繊維）→部品（モーター）

→完成品（テープデッキ）と川下への進出を達成

した。しかし、完成品は大手メーカーのOEM
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（受託生産）であって、依然として、部品生産や

下請け的な仕事に頼った状態に過ぎず、独自の最

終製品や販売網をもっていなかった。

BGMビジネス
　シナノケンシは下請的な仕事をしていたが、

モーターは幅広い分野で使われている汎用性の高

い部品であり、その上に高い技術力を必要とする

高付加価値製品であった。このため、さまざまな

分野の完成品メーカーの経営者や優秀な技術者と

会えるチャンスがあった。その中で、東芝から思

わぬ話が持ち込まれた。

　東芝とは、「オーレックス」というステレオ向

けのモーター製造などで縁があったが、東芝商事

から、東芝の子会社でBGM（バックグラウンド

・ミュージック）をやっている東芝ホットフォン

のモーターに関する相談事が寄せられた。これが

昭和50年（1975年）にBGMプレイヤーの受託生

産の話に発展したのである。

　BGMプレイヤーの製造にあたっては、すでに

パイオニアのカセットデッキで基礎的な生産ノウ

ハウをもっていたが、ハイインピーダンスの出力

トランスやパワーアンプの熱設計など新しい技術

に挑戦して、昭和50年（1975年）暮れには生産ラ

インを敷設、翌年はじめには東芝ブランドの商品

を出荷した。

　当時、この業界では、松下通工が大きなシェア

を占めていたが、東芝は子会社を通じてビジネス

をしており、東亜特殊電機（現TOA）と共に松

下通工を追う立場だった。トップの松下通工は、

グッドデザイン賞を取ったフロントローディング

タイプの新製品を旧製品の1．5倍の価格で発表

し、市場をリードしていた。

　しかし、長野県内の最大の顧客、SBC音楽配

信の堤清社長は、BGMプレイヤーは「単なる道

具」だから「見栄え」より「丈夫で長持ち」と

「安さ」それに「かさばらない小さい寸法」が大

切と教えてくれだ5。

　この市場の特徴は、ユーザーが店舗など業務用

に限られている上に、BGMを流すハードは店舗

のバックヤードに置かれているため、一般消費者

の目に触れないということであった。つまり、ブ

ランドカがなくとも機能性に優れていれば参入が

可能なマーケットだと教えてくれたのである。

　また、あまり注目されない市場でありながら、

消防法の関係でPA（Public　Address）として公共

施設には必ず放送音楽の設備が必要とされている

ことから、安定的なビジネスが展開できる市場で

もあった。大企業があまり着目しないが、当時の

シナノケンシにとっては成長するために適当な規

模をもつ市場だったのである。

　ソフト（音楽テープ）面では、フィデリパック

とよばれる2時間のエンドレステープが標準に

なっていた。正確には、フィデリパック社が開発

した4トラックのNAB規格テープでカーステレ

オ用の8トラックカートリッジテープに似ていた

が、業務用で大きさが違っていた。BGMは同じ

音楽を繰り返して流すと顧客や従業員が飽きてし

まうので、少なくとも2時間は再生できるテープ

が必要だったわけで、この特殊性がハード
（BGMプレイヤー）の開発や製造に影響して、

市場への参入障壁を作っていたのである。

　加えて、長時間連続して流されるため耐久性が

求められる上、エンドレステープとするために、

構造が複雑でモーターメーカーとしてのシナノケ

ンシの強みをいかせる分野でもあった。たとえ

ば、長時間使用するとモーターが磨耗して故障の

原因になったが、その点、シナノケンシのモー

ターはキャプスタン軸の磨耗が少ないなど技術的

に優れていた。

　こうした市場特性の分析を踏まえ、シナノケン

シでは、独自の自社製品ブランドを開発すること

を決断し、上記であげたSBC音配社長の意見な

どを参考にしながら「真っ黒い四角なただの箱、

高信頼性、値上げ前の松下通工の価格」をコンセ

プトに製品開発を進めた16。

　その結果、昭和51年（1976年）に、シナノケン

シは、初めて自社ブランドのBGMプレイヤーの

生産を開始した。ちなみに、シナノケンシが最初

につけたブランドは、慶雁剣道部出身の金子現会

長の「剣士」と信濃絹糸紡績の「絹糸」をかけた

「KENSHI」だった。

販路の開拓

　この業界の特徴は、中央の音楽配給会社が、

BGMプレイヤー（ハード）と、　BGM音楽（ソ
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フト）を一緒に販売するというところにあった。

具体的には、東洋ビージーエム（現・東洋メデイ

アリンクス）、ビクターアークス、毎日映像音

響、日本放送プロジェクトなどが、音源を所有し

ているレコード会社などから、曲を買い、その著

作権を処理し17、最終ユーザーのニーズにあった

選曲や組み合わせをプログラムして、BGMプレ

イヤーと共に地方の配給会社に提供していた。

　地方の配給会社は、中央の配給会社の「フラン

チャイズBGM会社」と呼ばれていたが、各地の

新聞社や放送局になることが多かった。たとえ

ば、長野県の場合、信越放送の子会社である

SBC音楽配給（現・SOK）が地方配給会社にあ

たったわけで、その堤清社長が自社製品開発のヒ

ントを与えてくれたことは既述の通りである。そ

して、こうした地方の音楽配給会社が、その地域

のスーパー、銀行、ホテル、郵便局、喫茶店、商

店街など最終ユーザーにBGMプレイヤーと音源

を提供していたのである。

　つまり、ハード（BGMプレイヤー）がソフト

（音楽テープ）とともに「中央音配会社→地方音

配会社→最終ユーザー」の順に供給されるとい

う、BGM業界特有の流れは、独自の販売網を持

たなかったシナノケンシにとって幸いだった。末

端の最終ユーザーに対して個別に営業をかけなく

ても、中央の音楽配給会社にアプローチすること

で販路を開拓できるチャンスがあったからであ

る。

　昭和51年（1976年）4月、金子八郎と池田防守

（現・常務）は、自社ブランドのBGMプレイ

ヤーを持って、東洋BGMの松村博一社長を訪問

した。東洋BGMはSBC音楽配信の堤清社長の

紹介ということもあり、200台の台数をまとめる

と約束してくれたが、その後は自分で売る努力を

するようにということであった。シナノケンシと

は初めての取引であり、松下通工を始めとする他

の取引先との兼ね合いもあったと考えられる。

　このため、池田は、ライトバンに製品を積んで

全国の地方音配会社へ直接売り込みに行くことに

なったが、その結果、ラジオ大阪BGM（現
TOC）やBSN音楽配給（現・新潟放送興業）な

どから現場の意見やクレームが寄せられ、製品の

改良や品揃えの拡充に役立った。やがて、顧客情

報に基づいて改良した製品力が業界で認められる

ようになり、徐々に販売が増えていった。結果論

だが、東洋BGMの「最初は全国に撒いてやるか

ら後は好きにやりなさい」という方針が、シナノ

ケンシにとっては大きなプラスになったのであ
る18。

国際化への道

　国内での販路開拓を始めたばかりであった1979

年に、その後の国際化へつながる二つの出会いが

あった。第一は、毎日ミュージックシステムの常

務との出会いである。同社名古屋支社に営業に

行っていた池田は、そこに居あわせた福井清常務

を大阪本社まで車で送っていった。大阪本社には

秋田正克常務が居て、アメリカのMUZAK社の

話をしてくれた。

　そもそも、BGMプレイヤーが音楽ソフトとと

もに全国に配給されるというやり方は、MUZAK

が昭和20年代に確立したビジネスモデルだった。

MUZAKは、当初は工場で音楽を流すことによ

り、生産性が向上することをビジネスにしていた

が、その後、独特の音楽理論に基づいて、生活環

境やショッピング形態ごとに異なる音楽が好まれ

ることを立証し、バックグラウンド・ミュージッ

クを選曲して提供するサービスを始めたのであ

る。アメリカでは、電話ラインやFM副搬送波を

使うなど広い国土に対応したサービスもあった

が、アメリカの情報を得て日本と共通したビジネ

スが展開できる可能性を実感したわけである。

　ほぼ同時期に、イギリスから引き合いがあっ

た。その頃、モーターなどシナノケンシの製品

は、すでに商社を通じて海外に輸出していたが、

イギリスの音配会社からBGMプレイヤーの注文

があって最初の輸出が実現した。この音配会社

は、オランダのフィリップス社とも取引があり、

フィリップス社でもシナノケンシに興味があった

のか、後に日本フィリップスを通じてコンタクト

があった。

　実は、バックグラウンド・ミュージックを売る

というビジネスは、音楽著作権が確立している欧

米と日本で成り立つビジネスで、それは、基本的

に同じやり方が通じる市場だったのである。輸出

は、信用状（LIC）を通じて行うため、代金が保
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証されている安全なビジネスであり、1社あたり

1回の契約で年間2，000台ほどのBGMプレイ

ヤーが売れるとすれば、製造コストの削減につな

がり、それが価格競争力を強化する。このことに

気づいたシナノケンシは、比較的早い時期から

BGMプレイヤーの海外市場を重視して製品開発

や営業活動を展開した。そして、この過程で得ら

れたフィリップス社との関係が、次に述べるCD

化への対応に発展していくのである。

CD－BGMのフォーマット

　オーディオ技術は、エジソンのフォノグラフの

発明（1877年）からベルリナーの円盤式レコード

の発売（1894年）、RCA社のLPレコード発売

（1930年）、ステレオレコード方式の統一（1958

年）’9と、20－30年ごとに革新的な技術が導入され

てきたが、それは業界のフォーマット（標準的な

方式）をめぐる覇権争いでもあった。

　そして、デジタル化のフォーマットは、エジソ

ンの発明からほぼ1世紀経た1980年のDAD懇談

会で検討されることになった。提案されたのは、

ソニーとフィリップスによるCD方式とドイッの

テレフンケンによる機械式、日本ビクターの静電

式の3つだったが、CDは光を当ててディスク内

の信号を読み出す非接触型であったのに対して、

残りの二つは接触型で摩擦、磨耗、目詰まりなど

の問題をかかえていた。

　懇談会は1方式に限定するのを避けて、ソニー

・フィリップス方式と日本ビクター方式の2方式

に集約して評価は終了したが、ゴミやキズに強い

CDの特性に加えて、その後にソニー・フィリッ

プス陣営が世界中で展開した積極的なプロモーシ

ョンの成果もあって、CDが急速に普及した。ち

なみに、プロモーションに盛田や大賀の友人で

あったカラヤンが一役買ったことやベートーベン

の「第九」が入ることがCDの最大演奏時間を決

めたことなどは有名な話である2°。

　やがて、オーディオテープのCD化の波が、

BGM業界へも波及するようになって来た。音楽

媒体がコンパクトな上に、ランダム再生など操作

性の良さが受けて、フィデリパックがなくなると

いう事態が現実のものとして見えてきたのであ

る。こうした情勢の変化に対して、シナノケンシ

でもCD化への対応を急いだが、その際、シナノ

ケンシの経営陣は、上田市出身の優秀な技術者草

野一俊（現電子機器事業部長）がNECにいるこ

とに注目していた。

　草野は、金沢大学を卒業後、音響メーカーの山

水電気を経て、NECでCDプレイヤーの開発設

計とデジタルオーディオ全般のフォーマット化の

作製を担当していた。上田市にいる高齢になった

父親の面倒を見なければならないという個人的な

事情も手伝って、1987年にNECを円満退職して

シナノケンシに移ってきた。

　CDはもともとCD－DA（Digital　Audio）フオー

マットで、録音できる最大時間は74分42秒に限ら

れていたが、BGMでは長時間の録音再生が必要

である。すでに、日本コロムビアは1986年にAD

－PCMオーディオ採用のCD－BGMプレイヤーを

発表していたが、これに対してシナノケンシは、

すでにつき合いのあったフィリップスと1988年に

CD－BGMというフォーマットを共同で開発する

ことに合意した。

　これは、フィリップスのもつCD－1（lnterac－

tive）というフォーマットを利用したもので、

BGMだけでなくCMメッセージと呼んでいるナ
レーションも書き込めるようにするものだった。

これによりステレオで4時間、モノラルで8時間

の録音再生が可能になったばかりでなく、店頭で

行うお客様への呼びかけや業務連絡もプログラミ

ングできるようになった。

　翌1989年、フィリップス、ソニー、サンヨー、

デノンなどとともにBGMフォーマット審議会が

開かれたが、結局はシナノケンシがフィリップス

とともに提案するCD－BGMが認められ、最大顧

客の東洋BGMがシナノケンシ製のBGMエン
コーディングシステムを導入してくれたことも

あって、業界規格が統一された。

　並行して、シナノケンシは、5枚ディスクの

オートチェンジャー方式で最大40時間プレイがで

き、CMメッセージと音楽が1台のプレイヤーで

放送可能な製品を開発したり、作業効率の良いエ

ンコーダーシステムを開発したりして、業界での

評価を高めていった。こうした、フォーマット化

での成功と高品質の製品投入によって、かつての

最大手だった松下通工をはじめ、日本ビクター、
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TOAらの競合メーカーはこの市場から撤退し、

シナノケンシがこれらの企業にOEMで製品を提

供するようになった。それは、欧米市場でも同じ

だった。CD－BGMフォーマットと市場ニーズに

マッチした製品によって、信州の1企業が、世界

のBGMプレイヤー市場をほぼ独占するという快

挙が達成できたのである。

CD－ROM市場への参入

　CDを使ったBGMプレイヤーの開発を始める

少し前、草野の以前勤務していたNECから興味

深い提案がもたらされた。草野はシナノケンシに

入社後もNECとは良い関係を保っており、シナ

ノケンシでの仕事についても話をしていたのであ

る。

　その頃、米国ではCDを音楽用ではなくパソコ

ンの記憶装置として使うことが提案され、フロッ

ピーディスクを遥かに凌ぐ大容量が魅力と言われ

ていた。

　1985年から90年代前半にかけて、NECは、　PC

98シリーズによって国内PC市場で圧倒的なシェ

アを誇っていたが、当初はまだCD－ROMドライ

ブの将来性が不確実だったため、リスクを低減す

る意味もあってか、シナノケンシで開発中の業務

用（信頼性が高い）ドライブをPC98シリーズ用

の外付けドライブとして利用することを提案して

きたのである。

　NECとの共同開発プロジェクトは、シナノケ

ンシにとって、CDに関する技術を習得するとい

う利点があったが、それだけでなく、BGMプレ

イヤー開発上のメリットもあった。CD－ROMド

ライブ回路にAD－PCMデコーダを付加すれば

CD－BGMプレイヤーの再生部ができる見込みが

あったからである。こうして両社の共同プロジェ

クトは、1986年夏にスタートした。

　金子八郎は、かねがね「大企業と対等」という

考えの持ち主で「言うことは言う、言ったことは

ちゃんとやる」が口癖だったが、パソコン市場で

のトップ企業であったNECとの共同プロジェク

トは、新たな巨大市場への参入という大きなチャ

ンスを与えてくれた。

　ただし、シナノケンシがNEC向けCD－ROMド

ライブの開発を進めていた1987年当時は、辞書や

電子手帳程度で大容量に見合うコンテンッがない

状態で、ほとんど売れなかった。だが、経営トッ

プは、光ディスクメディアの可能性を信じ、ドラ

イブの開発と生産技術構築に経営資源を投入し続

けた。

アメリカ市場への進出

　CD－ROMドライブをNECへ納入するように

なったが、シナノケンシでは、単なるOEM生産

をすることを潔しとはしなかった。もともと、技

術を高めて最終消費者に届ける完成品を作ること

が目的であったわけで、下請け的な仕事をするこ

とが目的ではなかったからである。つまり、

BGMプレイヤーで業務用市場に浸透しつつあっ

たブランドをマスマーケットで確立していくこと

が、このプロジェクトの最終目的であったわけ

で、販路を開拓して最終消費者へ届ける道が模索

された。

　こうした情勢にあって経営に加わってきたのが

金子元昭副社長（現・社長）である。元昭副社長

は、ブランド構築にあたって「高いもの」あるい

は「ハイエンド」から参入すべきと、主張した。

元昭は金子八郎の長男に生まれ、ティアックの谷

社長とも直接面識もあって「柞（かみしも）は脱

げるけど…　　」という谷社長の言葉を覚えてい

た。それは、高価格帯・高ステータスのセグメン

トから参入して、市場の上層部（スキミング）を

まず獲得することの重要さを教えていた。

　そこで、元昭副社長（当時）は、まずはアメリ

カ市場をターゲットにして市場を開拓すべきと主

張した。その理由は、①マーケットサイズが大き

いこと、②先進的な市場で、アメリカで成功すれ

ば日本でも受け入れてくれること、③フェアな競

争ができること、の3点にあった。

　金子元昭は、昭和50年（1975年）に東京大学経

済学部を卒業後、アメリカのオハイオ州立大学ビ

ジネススクール（経営大学院）に留学し、昭和52

年にMBA（経営学修士）を取得して帰国してお

り、海外の事情に詳しかった。

　既述のように、商社を通じてモーターやBGM

プレイヤーを輸出していたため、シナノケンシの

国際化は、CD－ROMのフ゜ロジェクトのかなり前

から始まっていた。また、早い段階から商社を通
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さない直販体制の整備も積極的に進めていた。

　たとえば、初めての海外子会社、シナノケンシ

コーポレーションは、昭和57年（1982年）にロサ

ンゼルスに設立されているが、その際に、この海

外子会社は、①モーターの販路を開拓すること、

②海外の新しい技術動向を調査し日本に紹介する

ことと、③英語ができる国際ビジネスマンの養

成、という3つの役割を果たすよう期待されてい

た。

　この海外子会社は、当初は、現地人社長に日本

人スタッフ数名が加わっただけの陣容だったが、

日本の商社とアメリカの商社、それにレップとよ

ばれる代理店2aを通じて販売する方式で、特に技

術的な仕様の調整は、直接シナノケンシが出向い

て徐々に販路を拡大していった。

　一方、日本側では、昭和60年（1985年）には花

岡縫製株式会社をテクセル株式会社と社名変更

し、貿易業務を扱う東京本社を開設した。これに

は岩谷産業ニューヨーク駐在員をしていた高橋正

義をテクセルの常務として迎え、海外へのマーケ

ティング、販売を担当させた。

　したがって、CD－ROMのプロジェクトが進み

始めた頃にシナノケンシ社内には海外で仕事がで

きる人材がある程度育成されていた。シナノケン

シは、ターゲットをアメリカに絞って自社ブラン

ドのCD－ROMドライブを売り込んだ。たとえ

ば、平成元年（1989年）には米国フロリダ州アナ

ハイムで行われたマイクロソフト主宰のCD－

ROMコンファレンスに出展、翌90年にはサンフ

ランシスコで開催されたCD－ROMコンファレン

スにも参加し、カリフォルニア州サニーヴェール

市にテクセル・アメリカを設立している。この頃

になると、マイクロソフトがアプリケーションを

CDで供給するなど、コンテンツが充実してき

て、CD－ROMドライブの需要が一気に増大する

ようになった。

ブランド名の変更

　当時使っていたテクセル（TEXEL）という社

名は、金子元昭が「繊維（textile）からエレクト

ロニクス（electronics）」へ発展していく会社の方

向性を込めて「繊維（textile）」の“TEX”と「エレ

クトロニクス（electronics）」の“EL”を組み合わせ

て命名したものだった。

　ところが、米国進出後4年が経ち、販売が軌道

に乗り始めた1993年に、同じブランド名がニュー

ジャージー州の会社により、以前から登録されて

いることが判明した。テクセル（TEXEL）には

「卓越した技術力（Technically　Excellent）」とい

うニュアンスもあって、すでに登録商標になって

いたのである。

　そこで、新しいブランド名を社内公募し、ライ

ブラリアン（図書館司書）の肩書きをもつアメリ

カ人女性従業員が提案したプレクスター（PLEX－

TOR）という名称が採用された。“PLEX”には

complexやduplexとに使われるように「組み合わ

せる」という意味があるが、これにモーター

（motor）の“TOR”を加えたものである。

　こうして、新しいブランド名を日米と欧州の主

要国で商標登録し、1994年にはテクセル・アメリ

カの社名をプレクスター・コーポレーションに変

更、日本のテクセル株式会社もプレクスター株式

会社に変更した。

　幸いなことにテクセル（TEXEL）というブラ

ンド名がまだ充分浸透していなかった時期だった

ので、プレクスター（PLEXTOR）への切り替え

もスムーズに行え、新しいブランド名が徐々に受

け入れられていった。今日ではプレクスター

（PLEXTOR）はCD－ROM、　CD－Rドライブを中

心にして、CD－BGM、　PLEXTALK、印刷機i等の

ブランドとして世界的に知られるようになってい

る。

アメリカでの市場開拓

　CD－ROMは、部品としてではなく、完成品と

してのビジネスだったので、アメリカでの市場開

拓でも、モーターと異なった戦略をとった。シナ

ノケンシは、原則としてOEMをやらないことに

した。理由は、OEMでは①ブランドにならな

い、②値段が安い、③相手先の需要に左右され

る、からである。このため、独自のブランドとチ

ャネルを確立する必要があった。

　調査すると、アメリカ市場は、概ね図表ll－3

に表せるような流通経路があることが分かった。

市場は大きく個人市場と法人市場に分けることが

できた。個人市場とは、一般ユーザーがコンビ

一21一



70 長野大学紀要　第25巻第2号　2003

図表E－3　アメリカの流通

メーカー（manufacturer）

ディストリビューター（distributor）

小売業者
iretailer）

蓮信販売業重

システムインテグレーター、VAR

@　（System　integrator）

　　個人市場
iindividual　market）

　　法人市場
ibusiness　market）

ユータや周辺機器を買い求める市場で、主に、ウ

ォルマートやターゲットのような大規模小売店や

コンピュUSAなどのようなPC専門店から買う

か、通信販売を利用して購入していた。

　法人市場とは、企業が買い求める市場で、ディ

ストリビュータとの間に大小様々なシステムイン

テグレーターやVAR（Value　Added　Reseller）が

存在していた。

　さらに詳しく調べてみると、こうした流通経路

は、メーカーから最終消費者に向けてのサプライ

チェーンであったものの、実際には最終ユーザー

からの注文にしたがって需要を満たすディマンド

チェーン的存在でもあった。したがって、最終

ユーザーの信頼を得て注文を増やす「プル戦略」

をとることが販路開拓の近道であると判断した。

　そこで着目したのがコンピュータ関連の雑誌で

ある。コンピュータ雑誌は読者層によって細かく

セグメンテーションされていた。たとえば、一般

の個人ユーザー向けには“PC　Magazine”誌や“PC

World”誌などがあり、専門ユーザー向けには

“Byte”誌や“㎞Laging”誌があり、政府ユー一ザー向け

には‘‘Government　Computer　News”誌や“Federal

Computer　Week”誌があり、小売業者やシステムイ

ンテグレーター向けには‘℃omputer　Reseller　News”

誌や“Computer　Retai1　Week”誌などがあった。

　当時はCD－ROMの出始めで、まだまだ情報が

じゅうぶんユーザーに理解されていない時期で

あった。たとえば、倍速の機能を説明するため

に、音楽向けのCDとコンピュータ向けCDの基

本的な構造上の違いをあげ、CLV（線速度一定）

とCAV（角速度一定）といった概念と結びつけ

て解説することが有効だった。雑誌記者へ情報を

提供することが、シナノケンシの技術力を証明す

ることにもなったわけで、1992年から1997年にか

けて、金子元昭は技術者を連れて定期的に主要な

コンピュータ雑誌の出版社を訪問するプレスツ

アーを行った。

　こうして、「プレクスター」は、アメリカでは

非常に知名度の高いブランドに成長した。本稿で

は紙幅の関係でヨーロッパ市場については詳しく

述べられなかったが、1994年にプレクスター・

ヨーロッパを設立し、同じようにヨーロッパでも

独自に販売網を構築して高いブランドカを維持し

ている。現在では、米国（ロサンゼルス、フリー

モント、デンバー）、中国（香港、上海、広東

省）、タイ、ベルギーと海外には、4力国に7つ

の生産拠点と販売拠点を展開するグローバル企業

として成長し、海外関連子会社で3，300名の従業

員が働いている。

　シナノケンシは創業以来連続して黒字を達成し

ている優良企業として有名である。同社の2003年

の売上高は445億円、総資産318億で、県内でも有

数の大企業になっている。現在の売上構成比は、

電子機器事業部が58％、精密電機事業部が36％、

印刷機器と繊維事業部がそれぞれ3％だが、いず

れの事業分野でも世界のトップシェア製品をもっ

て成長を続けている。

皿．分析と提言

1．分析

　シナノケンシが材料・半製品メーカーから脱皮

できた理由はいくつか考えられる。本稿では、

モーターやBGMビジネスをてこに川下への進出

や国際化をはかった事例から、筆者なりの分析を

試みたい。

（1）創業者の理念と残存者利益

　創業者金子行徳が企業の社会的責任として「倒

産しない」という基本を明確にしたことは、ドメ

インを変えながら「生き延びる」というシナノケ

ンシのその後の歩みに少なからず影響を与えてい

るように思える。行徳は「倒産して迷惑をかける

ようなことはしたくない」と考えて、投機的なビ

ジネスを避け、第二次世界大戦中も「永久戦争は

あり得ない」として機械設備を保管して事業再開
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に備えた。企業は「ゴーンイング・コンサーン

　（永続事業体）」といわれるが、現実には20－30

年で一生を終える企業が多い中で、シナノケンシ

が事業を継続して来られたのは、この創業者の経

営理念があったからと考えられる。

　これは、電子機器事業への進出を決断し同社を

世界的な企業に発展させた金子八郎会長の経営姿

勢ともつながる。金子八郎は、束信ジャーナルの

インタビューに対して、生き残る企業の条件は

「時代に応じた変身をとげる、ということだ。会

社の大小を問わずまず、グローバルな視野でとら

えることが大切だ」と答え、「技術力を向上させ

時代に合う新しいものを作り出すため、自己改革

をしなければならない。また経営の仕方も革新

的、独創的なシステムが必要となってくる」と述

べている22。

　この自己革新の理念は今日でも引き継がれてい

る。1984年に制定された「社員心得」には「1年

前と変わらない状況は危険信号と思い、惰性を

断って創意と執念で革新しましょう」とあるし、

金子元昭社長は日本経済新聞の取材に対して「当

社の唯一変わらない点は、常に変わり続けること

だ」と述べている駕

　また、これに関連して特筆すべきことは、シナ

ノケンシが、同じビジネスを継続することで残存

者利益を確保していると見られる点である。絹糸

紡績事業では、鐘紡や日東紡、富士紡など大手が

撤退した後まで事業を継続している日本唯一の

メーカーであるし、BGMプレイヤーでもCD化

を機に松下通工などが去った後も市場に残ってビ

ジネスを継続している。一般に、市場に残った企

業は、競合が少ないことや、その市場でしか通用

しない規格品や補修部品の供給などで高利益を確

保できると言われている。

　もちろん、同じ事業領域に固執する経営姿勢

は、リスクを回避して安定を志向する消極経営

や、撤退の決断を先送りする優柔不断型の経営と

表裏一体でもある。シナノケンシの強みは、石橋

を叩いて渡るような堅実経営と、時代の先を見据

えて大きな転換を図る積極経営が共存していると

ころといえよう。

（2）信州の企業としてのメリット

　シナノケンシは、重要な転機で、信州や出身大

学（慶鷹）のコネクションを活用してきた。たと

えば、伊藤忠商事の降旗健人との出会いが、ティ

アックの谷勝馬やソニーの大賀典雄との縁を生

み、モーター事業への転身を果たしたし、小諸出

身のパイオニアの柳沢製造部長とのつながりが、

オーディオ製品の製造やBGMビジネスへ発展し
た。

　BGMビジネスからCD－ROM市場への参入を

果たした時期には、NECの草野が家庭の事情で

上田に帰って来るという偶然が幸いした。草野に

よれば、現在でも、信州の自然や生活に惹かれ

て、若く優秀な技術者が大手メーカーから移籍し

てくるケースが多いという。都会の通勤・住宅事

情を嫌って自然豊かな地方都市に移り住むU

ターンや1ターン現象はよく知られているが、シ

ナノケンシは、信州の企業という特徴を人材や技

術の確保に役立てている。

　また、シナノケンシの場合は、新しい技術の登

場と完成品メーカーの思惑を飛躍のチャンスとと

らえて、取引先のニーズに応えていることも特筆

される。たとえば、ソニーからモーター製造技術

を獲得した頃は、ソニーが急成長してテープレ

コーダーの生産に追われていた時代であり、パイ

オニアからテープデッキ生産のノウハウを取得し

た頃は、パイオニアがスピーカーメーカーから総

合オーディオ機器メーカーへの歩みを強め、カセ

ットテープデッキの登場を機会に一大攻勢をかけ

ようとしていた時期と重なる24。BGMプレイ

ヤーへの進出の際は、東芝ホットフォンの相談事

が完成品の受託生産に発展した。東芝としては、

BGMビジネスという小さな市場を守るためにシ

ナノケンシの力を利用しようとしたともいえる。

ビジネスには「渡りに船」のようなチャンスがあ

るが、それを生かせるかどうかに企業に経営力の

差がある。

（3）モーター事業と顧客ニーズの探索

　ビジネスは「渡りに船」だけで乗り切れない。

自らの意思で方向を定める戦略的な選択が必要だ

が、シナノケンシの場合、モーター製造事業を始

めたことが、その後のドメインを決定づけるとと
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もに、顧客ニーズを直接聴くというビジネススタ

イルを生み出したと考えられる。

　昭和30年代、信濃絹糸紡績の製品は着物の裏地

や帯に使われるもので、取引先は西陣の問屋や輸

出向けは商社経由だった。この時点で、シナノケ

ンシ（当時の信濃絹糸紡績）は、①単一事業に

頼って1つの業界にとどまっていた。加えて、②

最終ユーザー向けの最終製品がなく、③独自の販

売網をもたない（あるいは限られた流通経路しか

もたない）企業だったといえよう。顧客ニーズを

探索しようにも、最終ユーザーが見えにくく、独

自の製品力や販売力を展開できない状況だったの

である。

　多くの中小企業は、親会社や商社の注文をこな

すのが精一杯で、決められた仕様に忠実であろう

とし、成長期には単調な設備拡張を繰り返すため

に、下請け的な体質となって、市場の変化に対応

できなくなってしまう。ところが、シナノケンシ

は、繊維産業が時代の花形だった時に、新しいド

メインを探索し次の事業としてモーターの製造を

開始した。経営者の先見性と戦略的な構想力が

あったといえよう。

　モーターは、さまざまな産業で使われている汎

用性の高い製品である。ハメル（G．Hamel）とプ

ラハラード（C．K．　Prahalad）は、独自の中核的な

能力をコア・コンピタンス（Core　Competence）

とよび、その条件として、①顧客に対する高い価

値（高付加価値性）、②他社との明確な違い（模

倣の困難性）とともに、③市場開拓の可能性（適

応範囲の広さ）をあげている25。

　ソニーが成長した理由は、トランジスタという

幅広い事業領域で使える技術と材料を得たことだ

が、シナノケンシの場合も、モーター・一・という製品

に着目したことがその後の発展のポイントとなっ

た。東芝との付き合いを通じてBGMプレイヤー

業界へ進出したように、モータービジネスを通じ

て、さまざまなメーカーの首脳や技術者と知り合

うことができたし、新しい市場を切り開くことが

可能となった。

　ただし、モーターはどこでも使える汎用品だっ

たが、シナノケンシは、モーターを標準品として

位置づけずに、顧客ニーズに合わせた製品開発を

進めた。標準品としてのモーターは、ネジや釘の

ようにカタログから選ぶもので、顧客のニーズに

ない過剰品質も備えていた。たとえば、顧客がど

のような状況で使うか分からないので水に濡れて

も大丈夫なような耐水性をほどこしていたり、見

栄えを良くするために表面を加工していたりして

いた。

　しかし、たとえば、ゼログラフィ方式の複写機

の内部で使われるモーターなどは、耐水性や見栄

えより、機能性や耐久性が求められていた。この

ため、顧客ニーズに合わせて設計を変えて丁寧に

対応した。ちなみに、シナノケンシが今でも得意

としているステッピング・モーターは、1．8度な

ど決められた角度で動かせるモーターで、PPC

（電子複写機）用では、ゼロックス、リコー、キ

ャノンなど主要メーカーに納めていて、世界的に

も相当なシェアを獲得している。

　シナノケンシにおいて販路は販売のためのサプ

ライチェーンという機能を果たすだけではなかっ

た。販路の確保は、メーカーとして顧客ニーズを

直接得るディマンドチェーンとして重視した。

　電子機器事業部の永野幸生部長によれば、シナ

ノケンシでは営業部員とともに技術者が同行して

企業訪問するケースが多いという。営業部員だけ

がセールスに行くと、カタログだけで説明するこ

とになるが、技術者が同行すると、その場で、顧

客ニーズを直接聞いて帰るので、個別の要望に迅

速に対応でき、過剰な品質を売ることもなくなる

からである。

（4）BGMビジネスの活用

　モーターの製造はシナノケンシにとってビジネ

スの範囲を広げたが、モーターそのものは部品で

あるから、この段階でもシナノケンシは部品（あ

るいは半製品）メーカーでしかなかった。こうし

た状況にあって、次なる飛躍のチャンスを与えた

のは、BGMプレイヤーであった。この製品がシ

ナノケンシにとって幸いだった理由を整理してみ

よう。

　第一に、BGMプレイヤーは、当時のシナノケ

ンシにとっては適当な市場規模がありながら、大

企業にとってはあまり魅力的でない典型的なニッ

チ市場の製品であった。これは、次に述べる参入

障壁と密接に結びついているが、結果として競合
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が少なく比較的スムーズに市場参入ができた。

　第二に、BGMプレイヤーは、エンドレステー

プを必要としていたため、フィデリパックのよう

に、他のオーディオ機器と互換性のない特別な規

格仕様があって、特別な開発投資や設備投資が求

められた。これが参入障壁となってニッチマーケ

ットを形成していた。

　第三に、BGMプレイヤーは、長時間にわたっ

てバックグラウンド・ミュージックを流す必要が

あるため、耐久性が求められる。これは、丈夫な

モーターを作ってきたシナノケンシにとって得意

の技術を生かせる製品だった。

　第四に、BGM向けのオーディオ製品はブラン

ド名をあまり必要としなかった。最終ユーザーで

ある、スーパーのような店舗では、BGMプレイ

ヤーはバックヤードに置かれていて消費者の目に

触れることはなかった。このために、松下や東芝

のようなブランドそのものが重要な商品力にはな

らず、機能や価格面で優れていれば製品は受け入

れてもらえた。

　第五に、BGMプレイヤーというハードウェァ

は、著作権を処理する音源配給会社が、音楽ソフ

トと共に販売していた。このために、全国にある

無数の店舗に営業をかける必要はなく、販路開拓

のコストや時間を節約できた。したがって、独自

の販売網を持たないシナノケンシでも、東洋

BGM（現・東洋メディアリンクス）などの音楽

配給会社にアプローチして参入できた。

　第六に、こうした、①ニッチの市場規模、②規

格上の参入障壁、③モーター技術の活用、④ブラ

ンド特性、⑤流通特性は、日本ばかりでなく、欧

米でも同じだった。むしろ、MUZAKが昭和20年

代に確立したビジネスモデルであって、世界的な

ビジネス展開を可能にする土壌があった。シナノ

ケンシは、こうした市場特性に早くから着目し

て、信州の地方企業から国際企業への転換に成功

した。

　第七に、この特異なオーディオ機器市場との出

会いが、光ディスク市場への参入を可能にした。

この点については次にまとめてみよう。

（5）世界的フォーマットの活用

　すでに述べたように、BGMプレイヤー市場は

小さな市場であったが、世界に通じる標準的な規

格品を使っていた。アメリカでは一部でカセット

テープを送りつけるケースもあったが、一般には

フィデリパックという特殊なエンドレステープを

使いまわすのが業界の慣例だった。

　このため、デジタル化にあたっても特別なフ

ォーマットを必要とした。最初は、DAT（Digital

Audio　Tape）や8ミリビデオを使ったPCMオー

ディオテープも検討されたが、テープ方式はロー

タリーヘッドを使っていることから磨耗という問

題を克服できない。このため、長時間の使用に耐

えるBGMプレイヤーにとっては、メディアに触

れず、多少のゴミにも強いCD方式が選択され
た。

　このデジタル化の検討過程でリーダーシップを

発揮したのが、ニッチ市場でシェアを高めていた

シナノケンシである。

　ポーター（M．Porter）は基本的な競争戦略とし

て、①低コスト戦略、②製品差異化戦略、③集中

戦略をあげているが、特殊なマーケット・セグメ

ント（特殊用途や特殊な顧客層）に絞り込んでそ

の市場で優位に立つ集中戦略には、その特別な

マーケットでコストリーダーシップを発揮する量

的優i位の戦略と、そのマーケットで差異化をはか

る質的優位の戦略が含まれている26。シナノケン

シの場合、BGMプレイヤー市場でシェアを高め

て「小さなガリバー」になったわけで、コスト

リーダーシップ型集中戦略といえよう。

　もともと、CDはソニーとフィリップスが音楽

用に開発したもので、オーディオ機器とパソコン

と用途は違っていても技術的には共通するところ

が多かった。典型的な「用途開発」の事例であ

る。

（6）海外ブランドの育成

　CD－ROMのブランドの確立について、最初に

欧米市場をターゲットにしたことは極めて戦略的

であった。さらに、アメリカ市場では、流通の構

造を研究して、プレスッアーを展開するなど適切

なプロモーション手段を選択していった。限られ

た経営資源を最も効率的なターゲットに集中して

投入したという点で、マーケティング理論に合致

しているが、その背景には、モーター時代から直
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接販路を築こうと海外展開をしてきたことや、国

際人の養成を怠らなかったことなど、早い内に国

際化への取り組みを進めたことがある。

　アメリカ市場が成長を始める時期にいち早く進

出してブランドを確立し、先進的な市場でのブラ

ンド名を国内市場開拓に活用したという意味で

は、すでにソニーやホンダの先例がある。ソニー

は昭和32年（1957年）にトランジスタラジオTR

－63を発売したが、3年後の昭和35年にはソニー

・コーポレーション・オブ・アメリカを設立して

アメリカ市場へ進出している。

　ソニーは、トランジスタは補聴器にしか使えな

いと考えられていたアメリカで、世界最小のトラ

ンジスタラジオを発売し、「ポケッタブルラジ

オ」という英語を生んだほどアメリカ人を驚かせ

た。（ソニーの戦略については後述）

　ホンダ技研工業は、昭和33年に50ccで4．5馬力

のスーパーカブを発売しているが、その翌年にア

メリカホンダを設立している。街中で走るスー

パーカブは、バイクといえば大型ッーリング用と

考えていたアメリカ人のオートバイの概念を覆し

た。ホンダは、真っ赤なカラーのスーパーカブに

乗る陽気な人々の姿を前面に出した「素晴らしき

人々ホンダに乗る（Nicest　People　on　a　Honda）」と

いうキャンペーンを展開して自社ブランドの浸透

に成功した。

　シナノケンシの場合も、CD－ROMがまだ充分

知られていない時期に、専門誌などに技術的な情

報を提供して、独自のブランドを構築した。

　2．課題と提言

（1）3つの課題

　シナノケンシがかかえる課題について、「技術

革新と企業規模と市場性」の観点から3つ指摘し

ておきたい。

①規模の自縛

　技術革新によって成長する企業は、規模の拡大

による自縄自縛が働く。企業規模の拡大は、生き

る市場の範囲を狭める。小さな企業ならば十分

やっていける市場があるが、大企業になればなる

ほど、相応の利益を得られる市場を見つけるのが

難しくなる。ここでは、こうした規模の拡大にと

もなって「市場から追い出される」効果（crowd－

ing－out　effects）を「規模の自縛」と呼んでおこ

う。

　シナノケンシがドメイン選択にあたって必要な

第一の課題は、シナノケンシが大きくなったため

に、企業規模に見合う市場を見出しにくくなって

いるということである。かつてのBGM市場のよ

うなニッチ市場だけでは成長を維持できなくなっ

てしまった。今後は、より大きなドメインを求め

ていかなければならない。

②顧客第一主義の自縛

　第二に、顧客志向の落し穴を指摘しておきた

い。顧客第一の考え方は現状の市場を大切にしよ

うという保守的な方向に向かう。加えて、市場分

析の手法が確立していくと現時点の顧客をベース

に延長上で市場をとらえてしまって既存市場から

抜け出せない枠組みが強化される。

　要は、新市場は現時点で存在しないわけで、存

在しない市場は分析できないということである。

したがって、現状の顧客から将来を占おうとして

も新市場の動向が見えなくなる。こうした現時点

の顧客を優先することで「市場に縛り付けられ

る」効果（tying－in　effects）を「顧客第一主義の

自縛」と呼んでみたい。

　シナノケンシが直面している第二の課題は、ど

のようにして規模の大きな潜在的市場を見出すか

ということである。まったく新しい顧客の新しい

ニーズは、組織的な技術開発やマーケティング活

動からは生まれにくいからである。

③ハイエンド市場の消滅

　技術革新が進むと、だれもが高度な技術の恩恵

を受けられるようになり、簡便な操作法によっ

て、かつてプロの行っていたことができるように

なる。その結果、特殊技能を必要とするハイエン

ド市場が消滅していくという皮肉な現象が起こ

る。

　たとえば、エジソンがフォノグラフを発明した

当時、レコードプレイヤーの用途は不確定だっ

た。エジソン自身が自分の声を再生して人々を驚

かせたように、「人間の声を録音すること」にと

らわれて、最も大衆的なニーズが音楽にあること
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に気づかなかった。1900年に設立された犬のマー

クで有名なビクターは、「話す機械の会社」（ビク

ター・トーキングマシーン社）と名乗り、日本で

は「蓄音機」を当初「写話器機」と訳してい
た27。

　しかし、音楽を聴きたいという大衆的なニーズ

が明確になってくると、熾烈な技術競争が展開さ

れた。円筒型のフォノグラフが円盤型のグラモフ

ォンにとって代わられ、EPやLPが出現したの

も、クラシック音楽を聴きたいという大衆のニー

ズが前提にあった。この過程で、セミプロとでも

いうような音響機械のマニア市場が成立した。

　ところが、そのような技術革新のおかげで、音

楽関連の機械は単純化され操作が簡便になり、音

楽を楽しむことが手軽になって大衆化してきた。

その結果、プロやセミプロをターゲットとした音

響メーカーが市場から撤退してきた。

　ここで、確認しておきたいことは、ハイエンド

市場の機械がそのまま大衆向けの製品にならない

ということである。ハイエンド市場向けの製品は

大型・複雑・高価格になりがちだが、大衆用の製

品は小型・簡便・低価格であり、それゆえ、大衆

用製品を販売するメーカーは、機能面・価格面で

競争優i位にあるので、ハイエンド市場のメーカー

を駆逐する能力をもっている。

　シナノケンシのかかえる課題の一つは、ハイエ

ンド市場が技術革新の進展で消滅していった場合

や、大衆向け製品を作るメーカーの攻撃にさらさ

れた場合に、どのような戦略をとっていったらよ

いかということである。

（2）イノベーションのジレンマ

　クリステンセン（Clayton　M．　Christensen）は、

「持続的技術」と「破壊的技術」という二つの技

術によって、イノベーションがもたらすジレンマ

を説明している。

　彼の理論のポイントは、需要の軌跡と技術革新

の軌跡を別々のラインで描き、技術革新のペース

が需要の増加を上回る時に、破壊的技術が性能的

に劣るにもかかわらず、持続的技術の市場を奪っ

ていくというメカニズムを図式化したことであ

る。

　第一の仮説は、技術進歩が市場で求められてい

る処理能力の向上（需要の軌跡）を上回るペース

で進むというものである。図表皿一1で示すなら

ば、市場のハイエンドとローエンドの間にある破

線で挟まれたゾーンが需要側の求める技術（処理

能力）の範囲である。このゾーンの傾きは意図的

に平坦に描かれている。

　第二の仮説は、技術革新のペースが速く、処理

能力は急速に増大するので、当初は処理能力が低

い技術が、やがて市場が求める範囲に到達すると

いうものである。図表皿一1で急勾配の実線で示

されているのが技術革新による処理能力の向上で

ある。上の実線は、最初に市場を獲得した技術

で、クリステンセンが「持続的技術」と呼ぶもの

図表皿一1　持続的イノベーションと破壊的イノベーションの影響

市場のハイエンドで
求められる性能

響

器

性
能　　　　破壊的
　　　イノベーション

　　　　　　　　　　　　　　時間

出典：クリステンセン訳本（2003）p．10．

市場のローエンドで
求められる性能
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である。下の実線は、後から生まれたもので、最

初は処理能力に劣るが後に需要範囲に到達する技

術である。これを彼は「破壊的技術」と呼んでい

る。

　クリステンセンは、この二つの「技術」をさま

ざまな業界の事例を使って説明している。本稿で

は紙幅の関係で掘削機とディスク・ドライブの

ケースしか紹介できないが、ここで「技術」と述

べているものは、正確には「イノベーション」の

ことで、小売業界でいう業態革命のことも含まれ

る。たとえば、シアーズがウォルマートに抜かれ

たのも、自社が獲得したカタログ販売などの持続

的技術に固執して、ディスカウントストアの破壊

的イノベーションを見過ごしたからだと考える。

（3）掘削機の事例

　掘削機の事例は最も単純な例である。1837年に

オーティスが発明した蒸気ショベルは、ケーブル

によってバケットを引っ張るという「持続的技

術」で、これが1960年代後半まで、掘削機の主流

を占めていた。ケーブル式掘削機は、建物の基礎

や運河建設のような土木工事、下水・配管工事や

採鉱に使われており、主な顧客は大手の建設業者

だった。

　クリステンセンの議論のポイントは、飛躍的で

あろうと漸進的であろうと、同じラインの延長に

あるものは「持続的技術」と呼ぶことである。た

とえば、1920年代初頭に蒸気機関に代わってガソ

リン・エンジンが使われるようになったが、この

飛躍的な技術革新も「持続的技術」に過ぎなかっ

たos。

　ガソリン式掘削機は、蒸気式より馬力が大き

かったが、掘削能力を増大するという延長線上に

位置するだけで、ケーブルを伸縮させるという基

本的な駆動システムは変わらず、大規模な掘削工

事に使われるという基本ニーズも同じで、顧客層

も建設業者を対象としているという点で変わらな

かったからである。

　しかし、1960年代後半に登場した油圧式掘削機i

は、ケーブル式掘削機にとって「破壊的技術」で

あった。クリステンセンによれば、50年代に事業

を行っていたケーブル式掘削機メーカー約30社の

うち、70年代までに存続可能な油圧式掘削機メー

カーへと移行したのは、わずか4社だったとい
う29。

　最初の油圧式掘削機は、1947年にイギリスのJ．

C．バンフォード社によって開発されたものだ

が、当初はトラクターの後部に取り付けられたた

めに「バックホー」と呼ばれていた。初期のバッ

クホーは、最も優れたものでも180度しか回転で

きなかった上、小型でバケット容量も小さかっ

た。高品質のケーブル式掘削機は360度旋回でき

たし、掘削性能に優れていたので、バックホー

は、建設や大きな工事など既存のニーズに応えら

れなかった。

　油圧式掘削機を作り始めたインターナショナル

・ハーベスターやコマツのような新規参入メー

カーは、「芝生を傷めない」というような別の性

能を強調し、農家や小規模工事業者などの新規顧

客を開拓し、低い価格を設定した。そのために、

ケーブル式掘削機メーカーは、性能も顧客層も

ニーズも価格帯も販売チャネルも違う、この破壊

的技術を無視し続けた。

　しかし、油圧式掘削機のバケット容量は年々増

大し、ケーブル式掘削機を購入していた大規模工

事業者のニーズに応えられるまでに進歩した。加

えて、小型／軽量で耐久性に優れていたので、次

第に、ケーブル式掘削機を凌駕していった。ケー

ブル式掘削機の一部のメーカーは油圧式掘削機を

開発できたが、油圧式が市場を席巻し始めた頃に

は雌雄が決していた。その結果多くのケーブル式

メーカーは最終的には新技術の波に乗り遅れて市

場から撤退してしまった。

（4）ディスク・ドライブの事例

　メインフレームのかつてのユーザーは、ファイ

ル・サーバーに接続したデスクトップ端末を使っ

て業務のほとんどを行っている。これは、市場で

求められている処理能力の向上（需要の軌跡）

が、技術革新の進歩より遅いことを物語ってい

る。

　BMが最初に開発した1953年のディスク・ド

ライブは、24インチ・ディスクが50枚組み込まれ

ていて5MBの情報を記憶できた。最初のヘッド

は鉄酸化物（フェライト）の芯に細い銅線を巻き

つけたものでフェライト・ヘッドというが、ヘッ
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ド表面に電磁石をエッチングした薄膜ヘッドが

とって代わり、90年代半ばからはMRヘッドが

採用されるようになって記憶容量は格段に大きく

なった。これらは確立された性能向上の軌跡を推

し進めるもので、持続的技術とよばれるものであ

るso。

　これに対して、ドライブの小型化を可能にした

アーキテクチャーの技術は、先発メーカーを駆逐

する破壊的技術であった。ディスクの直径は、14

インチ→8インチ→5．25インチ→3．5インチ→2．5

インチ→1．8インチと縮小していき、ミニコン→

デスクトップ→ノートパソコンと製品の小型化が

進んだ。

　その結果、多くのメインフレームのメーカー

が、デスクトップやパソコンのメーカーによって

市場から駆逐されてしまった。図表皿一2は、デ

ィスク・ドライブの需要容量をメインフレーム、

ミニコン、デスクトップ、ノートパソコンの川頁に

とって、14インチから2．5インチまでのディスク

・ドライブの容量を時系列で示したものである。

これによって、小型化されたディスク・ドライブ

が既存の市場を席巻していったことが分かる。

図表皿一2　固定ディスク・ドライブの需要容量と供

　　　　給容量の軌跡の交差

10，000
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パ
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出典：クリステンセン訳本（2001）p．45．
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（5）ソニーの戦略

　筆者は、ここで3つの仮説を提示してソニーが

とった初期の戦略を説明してみたい。ソニーは東

京通信工業時代にウェスタン・エレクトリック

　（WE）社とトランジスタのライセンシー契約を

結んだが、①トランジスタが破壊的技術であると

見抜いて、②大衆市場をターゲットにして、③小

型化／軽量化に徹した。

　第一に、ソニーの経営陣は、トランジスタが真

空管に対して破壊的技術になる要素を見抜いてい

た。ソニー（東通工）は、トランジスタの設備投

資のために三井銀行から借り入れをしなければな

らなかったが、井深大は銀行の審査部に対してト

ランジスタ技術の優位性を、①故障の原因は摩擦

によるものが多いが、トランジスタは物が動いて

動作するのではなく、分子が変わって、真空管と

同じ働きをするために故障がない。②真空管に比

べて数段に小さく、構造が簡単な上に頑丈、など

と説明している31。

　第二にソニーは、最初から大衆市場をターゲッ

．トにしていた。ライセンシー契約を結んだ時に、

WE社の技術者はヒアリングエイド（補聴器）で

も作ったらよいと勧めたが、井深は「大衆製品を

狙わなくては意味がない」としてラジオを開発の

ターゲットにした32。当時、日本でもラジオの普

及率は74％に達して「今からラジオを始めても無

理」と忠告する人もいたが、74％という数字は世

帯単位の数字で、個人需要を単位にしたら市場規

模は大きいと考えたのである33。

　第三にソニーは、トランジスタを活用して、ラ

ジオばかりでなく、テープレコーダーやテレビや

ビデオなどでも小型化／軽量化を実現し、業界を

リードした。それも意図的に世界最小／最軽量を

めざし、ハガキサイズの画面、パスポートサイズ

のハンディさ、などと目標値を明確にして開発し

ている。世界最初の実用機アンペックスのVTR

が発売された時にも「大きな機械は趣味じゃな

い」として「もっと小型軽量化していかなければ

ならない」と社史は述べている34。

　1957年に世界最小のトランジスタラジオ（TR

－63型）を発売し、ポケッタブルラジオという英

語を生んだことは既述の通りだが、TR－63の販

売が軌道に乗ってきた1958年にはトランジスタテ
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レビの開発をスタートし、1962年には世界最小／

最軽量の「マイクロテレビ」（TV　5－303）を発

売し、1979年にはヘッドホン付きカセットテープ

レコーダー「ウォークマン」を発売し、1985年に

は8ミリビデオ「ハンディカム」を市場に投入し

ている。

　つまり、ソニーは、ブランド戦略としては、い

ち早くアメリカ市場に進出して、ハイエンドから

ブランドを構築していったが、技術的には破壊的

技術に着目して、大衆市場をターゲットにしなが

ら、小型／軽量を武器に攻めていった。

（6）破壊的技術とは

　なぜ、大企業が顧客の意見に熱心に耳を傾け、

新技術に投資するにもかかわらず後発企業に打ち

負かされてしまうのだろうか。クリステンセン

は、既存の顧客を対象に、確立された能力競争に

経営資源を集中させ、組織的に「持続的技術」の

開発を進めるからだと考える。

　図表皿一2はクリステンセンの分析を参考に筆

者が「持続的技術」と「破壊的技術」を比較した

ものだが、持続的技術は、顧客が顕在的で顧客

ニーズも市場調査などで測定可能である。また、

高性能、高速、大容量など一定の方向へ進めば付

加価値が増すことが明らかであるから開発目標を

設定しやすい。したがって、伝統的なマーケティ

ング手法が通用するし、組織的な開発に向いてい

る。

　一方、破壊的技術は、誰が顧客か不明で、どの

ように使われるかも定かでないので、市場規模も

分からず組織的な開発には適していない。しか

し、一つだけ明らかなことは、この技術は、シン

プルで小型／軽量、薄型など既存技術（持続的技

術）にない特徴をもっている。

　クリステンセンは、この点について、多くの事

例に共通しているとして経験的にあげているだけ

だが、「小型／軽量／薄型」が「破壊的技術」に

成りうるには理由がある。それは、ポータブルで

個人ユースに向いているからである。トランジス

タラジオやウォークマンは、家庭に1台だったラ

ジオやテープレコーダーを個人所有のものにし

た。デスクトップは企業に数台だったコンピュー

タを部門単位の需要に置き換え、ノートパソコン

は個人単位の需要に変えた。

　小型化は、より手軽に手に入り、より簡単に操

作できるという単純化と表裏一体であり、ポータ

ブル化はコードレス化／ワイヤレス化と同じ方向

にある。シナノケンシの事例では、BGMプレイ

ヤーにとって、有線放送、衛星放送、インターネ

ット接続型のシステムが「破壊的技術」となるで

あろう。インターネットなどを使えば音楽ソフト

ばかりでなく受発注情報や映像POP広告も提供

でき、個店のニーズでアレンジできるとなれば、

かつて商店街で1つのBGMを流していれば良
かった需要も拡大すると期待できる。

　では、どうしたら破壊的技術を見出すことがで

きるだろうか。クリステンセンは、①参加者全員

が、将来の成長と利益のために重要だと考える環

境で、小規模な組織に小さなチャンスを与えるこ

とが大切であり、そのためには②独立した組織を

スピンアウトさせるか、③破壊的技術に取り組む

小規模な企業を買収することが有効だとしてい
る35。

　参加者全員が取り組む環境を作ることは企業文

化の問題につながるし、スピンアウトした組織や

買収した組織を内に抱え込むには、企業に異質な

人々や異文化を受け入れる度量が必要になってく

る。企業全体の論理から見ると不釣合いな人種が

思わぬ市場ニーズを発見するかも知れないが、そ

うした人々に自由に仕事をさせることができる企

業文化がここでも必要になってくる。

図表皿一3　持続的技術と破壊的技術の比較

持続的技術＊ 破壊的技術

既定の性能向上を進める 持続的技術を破壊する

顧客が顕在的で測定可能 誰が顧客か不明

ニーズが固定的で測定可 どのように使われるか不明

高付加価値（高性能、高

ｬ、大容量）
初期は低付加価値

高価格、高利益率の大規

ﾍな市場がある

初期は、低価格、低利益

ｦで大規模な市場なし

複雑な機構、形状は大型 シンプル、小型、薄型

組織的開発が可能 組織的開発に不向き

伝統的マーケティング 不可知論的マーケティング

　　＊漸進的技術ばかりでなく飛躍的技術も含む

クリステンセン訳本（2001）を参考に筆者が作成
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　シナノケンシの場合も、BGMプレイヤーは音

楽ソフトというコンテンツと一緒に提供するわけ

で、コンテンツを映像や各種の情報サービスに置

き換えていくならば、信州の技術者集団という開

発組織の色を変えて、社内に異色の人材を抱えて

いかなければならない。

　これは、対内的には「分権化と集権化」の問題

であり、対外的には企業ブランドの統一性の問題

になる。この点に関してヒントを与えられると期

待されるのがドメイン・コンセンサス（domain

consensus）という概念である。ドメインという

主題に戻って、再考してみたい。

（5）　ドメイン・コンセンサス

　榊原（1992）は、ドメイン・コンセンサスを

「当該企業が何を行い、また何を行わないかとい

うことについての社会的に形成された合意」と定

義している36。この社会的合意には、消費者など

社会環境の側が受け取る企業イメージなど外的な

合意と、組織メンバー（従業員）が理解する内的

合意がある。

　この点について、榊原（1992）は、ドメインと

社会環境との同期化（synchronization）という文

脈でキャノンの例をあげている37。同社は創業期

に「打倒ライカ」をスローガンにライカに追いつ

き追い越すことを目標にしてきたが、1970年代か

らは「右手にカメラ、左手に事務機器」を合言葉

に電卓や複写機など事務機器市場への進出を果た

した。そして、1980年代からは「総合映像情報産

業」を標語にして、レーザープリンター、ファク

シミリ、半導体製造装置などを加えて構造転換を

実現した。

　ところが、最初の二つが従業員の間で普通に使

われ定着したのに対して、最後の「総合映像情報

産業」はほとんど使われなかった。榊原（1992）

は「経営者が言葉を尽くして饒舌に説明しても、

日常的なリアリティのない飾り物は定着しない」

としているZZが、要は「総合映像情報産業」とい

う標語が従業員の心に響かなかったということで

あろう。あるいは、総花的で焦点が不明確になっ

てしまったのかも知れない。

　これは、ドメイン設定が将来構想というPLAN

（計画）の問題ではなく、まさにDO（実行）の

経営課題であることを意味している。企業は、ド

メインの選択や決定に際して、市場規模や事業の

将来性だけを材料にするのではなく、社会（消費

者など）の期待と従業員の意識の狭間にあって、

両者のコンセンサスを形成していかなければなら

ない。

　クラシックなケースだが、ジョンソン＆ジョン

ソン社は「当社の信条（Our　Credo）」を機軸とす

るコンセンサス形成を分権化戦略に活用してき

た。同社は、1886年にロバート・W・ジョンソン

が設立した調合薬を売る小さな企業だったが、革

新的な手術着を開発し、医療用品、医薬品、トイ

レタリー用品や化粧品など多様な事業領域に進出

してドメインを拡大してきた。たとえば、消費者

用の製品としては、バンドエイド、ベビーローシ

ョンなどが有名である。

　こうした分権化は、創業者の息子ロバート・ジ

ョンション『将軍』が絆創膏製造工程のトラブル

から発想したものとされる39が、生産性を向上さ

せる秘密は分権化（各々のビジネスを自由に行っ

ていける十分な自律性を、余計な制限をつけずに

各社に与えること）にあるということ、つまり

「分権化＝創造性＝生産性」という戦略に基づい

ている40。

　しかし、分権化をそのまま推し進めると、組織

はバラバラになって空中分解してしまう可能性が

ある。そこで、J＆J社がとった方法は、「当社の

信条（Our　Credo）」とよばれる経営理念の徹底で

ある。この「信条」は大きく分ければ①顧客に対

する責任、②従業員に対する責任、③コミュニテ

ィに対する責任、④株主に対する責任から成り立

ち、文面だけを見れば「どこにでもある」美辞麗

句の羅列のようだが、同社は具体的な場面で、そ

の経営理念を「絵空事」にせず、分権化した組織

のコンセンサス形成に活用してきた。

　たとえば、顧客への責任については、1982年に

起きた鎮痛剤「タイレノール」事件に象徴的に現

れている。何者かによって青酸化合物が混入され

た「タイレノール」によって7人の死亡者が出た

が、J＆J社は事件がシカゴ付近に限られていたの

にもかかわらず全米で製品を回収して、コストを

無視してでも顧客の安全を優i先することを実証し

た。従業員への責任では、運動、栄養、ストレ
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図表皿一4　ドメイン・コンセンサス（斜線の部分）

　ドメイン
コンセンサス

出典：榊原（1992）p．35．を参考に井原が作成。

ス、禁煙を最重点項目にあげて、フレックスタイ

ムの積極的導入や禁煙運動などを展開した。最近

では、SARS（新型肺炎）の猛威に対して、基本

的な感染予防対策（standard　precaution）として被

害地域へのハンドソープ4，800本の無償供与を日

本のジョンソン・エンド・ジョンソン株式会社が

行っている。

　」＆J社は175力国に200のユニットと11万人を超

す従業員をかかえているが、分権化した各組織が

競うように顧客志向や地域貢献を実践している。

これは、明快なクレド（信条）とクリアな企業イ

メージによって、従業員と社会のコンセンサスを

形成しながら、医療や健康、環境の分野でドメイ

ンを拡大している成功事例といえよう。

まとめに代えて

　シナノケンシは、素材（繊維）→部品（モー

ター）→単品の完成品（BGMプレイヤー）と川

下へ進出し、BGMプレイヤー技術を土台にして

CD－ROM／RW市場に参入を果たした。また、シ

ステム（印刷）や情報サービス（IMS）事業への

展開を進めてさらに大きな飛躍を遂げようとして

いる。こうした発展ができたのは、それぞれの時

代に遭遇した幸運な出会いを飛躍のチャンスに変

えてこられたからでもあるが、同時に、日本の産

業構造の高度化に合わせて、自らの事業内容を高

め、より高度な技術集積産業への展開を模索する

経営方針が根底にあったからであろう。

　本稿では、筆者の分析を踏まえて、同社の抱え

る課題を3つあげさせてもらったが、あえて4番

目の課題を加えれば、同社が金子ファミリーの企

業からどのように脱皮するかということであろ

う。

　シナノケンシには顧客と従業員を大切にする、

優れた「目標と理念」がある。誠実で創造性に富

んだ若い技術者も育っている。財務的にも健全

で、国際感覚をもつ聡明な経営者のもと、今後も

大いに成長が期待されるが、新しいドメインを獲

得するためには異文化／異人種を受け入れ、さら

に分権化を進めていく必要がある。その意味で

も、新たな脱皮が求められているように思える。
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